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東京都住宅供給公社 平成 26年度決算について 

 

 

  東京都住宅供給公社の平成 26年度決算は、別添のとおりとなりました。 

  当公社の主力であります賃貸管理事業におきましては、消費税率の引上げや工事費の単

価上昇等の影響によりコストが増加する中、積極的な募集活動などによる安定した家賃収入

の確保と管理コストの縮減に努め、引き続き堅調な事業利益を計上することができました。都

営住宅管理業務を始めとする受託事業につきましても、事業量が増加する中、効率的な業

務執行に努め、引き続き堅調な決算内容となっております。 

  一方、住宅事業を通じた少子高齢社会への対応や既存住宅ストックの耐震化、住宅にお

ける環境負荷低減の取組など、安全・安心で良質な住まいとサービスを提供していくために、

取り組むべき課題は数多くあります。 

今後とも、当公社を取り巻く環境の変化に耐え得る強固な財務基盤を構築していくため、経

営改革を一層推進していくとともに、経営の透明性を高める努力を続けてまいります。 

なお、当決算においても、監査法人から当公社の財務諸表が適正に表示されている旨の

監査意見を受けております（※）。 

  

※ 当公社は、地方住宅供給公社法に基づき設立された特別法人であり、会社法及び金融商品取

引法に基づく監査証明は義務付けられておりません。 

 

○ 経営成績 

（単位：百万円） 

区  分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

経  常  利  益 １４，０１３ １２，２９０ １１，４７２ 

当 期 純 利 益 １０，２０５ １０，１７６ ９，５８１ 

 

○ 資産及び資本の状況 

                                    （単位：百万円） 

区  分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

総   資   産 １，２９２，５９４ １，２８３，６５４ １，２７５，１３８ 

（賃貸事業資産） （１，２０５，６０１） （１，２０１，８４９） （１，１９１，４５３） 

資      本 ３７１，２３９ ３８１，４１６ ３９０，９９７ 

※ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位　円）

前年度 当年度

（自　平成25年４月１日
  至　平成26年３月31日）

（自　平成26年４月１日
  至　平成27年３月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,904,415,221 △ 4,876,838,581

事業資産形成活動による収支 △ 10,477,499,854 △ 6,200,907,842

賃貸事業資産形成による収支 △ 10,477,499,854 △ 6,200,907,842

一般賃貸住宅資産形成の収支 △ 6,441,235,890 △ 6,521,286,696

補助金による収入 63,293,019 78,053,500

賃貸住宅建設による支出 △ 6,504,528,909 △ 6,593,321,884

土地資産形成による支出 - △ 6,018,312

都民住宅資産形成の収支 △ 39,260,490 △ 30,113,552

付属建物建設による支出 △ 39,260,490 △ 30,113,552

ケア付き高齢者住宅資産形成の収支 △ 45,171,732 △ 26,661,186

事業用備品等の取得による支出 △ 45,171,732 △ 26,661,186

サービス付き高齢者向け住宅資産形成の収支 △ 3,702,590,548 380,832,417

補助金による収入 10,000,000 414,337,500

高齢者住宅建設による支出 △ 3,712,590,548 △ 33,505,083

賃貸施設資産形成の収支 △ 249,241,194 △ 3,678,825

付属建物建設による支出 △ 249,241,194 △ 3,678,825

有価証券等の取得・償還等による収支 4,904,159,000 870,000,000

有価証券等の償還等による収入 51,960,000,000 61,090,000,000

有価証券等の取得等による支出 △ 47,695,841,000 △ 60,170,000,000

定期預金の償還等による収入 68,380,000,000 27,670,000,000

定期預金の預入れによる支出 △ 67,740,000,000 △ 27,720,000,000

その他の投資活動による収支 △ 331,074,367 454,069,261

有形固定資産形成による収支 △ 59,852,008 △ 100,397,323

無形固定資産形成による収支 △ 327,489,540 △ 486,953,607

その他の資産形成による収支 37,275,890 1,024,615,455

その他の収支 18,991,291 16,804,736

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,937,327,063 △ 18,137,542,435

事業活動に係る資金の返済による支出 △ 11,285,722,501 △ 11,280,109,105

賃貸事業に係る借入金の返済による支出 △ 11,285,722,501 △ 11,280,109,105

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 △ 6,649,499,522 △ 6,792,935,562

長期借入金の借入による収入 4,000,000,000 4,000,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 15,649,499,522 △ 14,792,935,562

長期資金借入の返済による支出（その他） △ 15,649,499,522 △ 14,792,935,562

社債の発行による収入 12,000,000,000 11,000,000,000

社債の償還による支出 △ 7,000,000,000 △ 7,000,000,000

リース債務に係る支出 △ 2,105,040 △ 64,497,768

△ 188,487,259 128,589,264

6,134,048,555 5,945,561,296

5,945,561,296 6,074,150,560

当期中の資金収支の合計

前期繰越金（現金及び現金同等物）

次期繰越金（現金及び現金同等物）

区　　　　　分
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    一　　般　　会　　計

    都 営 住 宅 等 管 理 会 計

    東 京 都 と の 取 引 明 細 表 

     　 　附　　 属　 　明　 　細 　　表　　　
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(単位　円）

規模等 価　　額 規模等 価　　額

11,321,168,984 4,633,075,025

2,158,351,587 681,881,339

384戸 2,158,351,587 237戸 681,881,339

163団地 7,359,669,850 41団地 3,654,973,683

21団地 1,803,147,547 9団地 296,220,003

38,433,339,249 1,443,522,101,984

30,815,221,789 1,408,648,361,654

439,991,515 178団地 977,047,301,873

1,585㎡ 335,120,423 4,044,405㎡ 644,184,149,221

34,630,792 16,980㎡ 2,058,564,773

32戸 70,240,300 64,258戸 330,804,587,879

3団地 30,375,230,274 56団地 431,601,059,781

10,683㎡ 18,597,923,619 310,902㎡ 189,547,417,526

6,844㎡ 1,600,535,683 47,120㎡ 8,036,274,433

386戸 10,176,770,972 8,542戸 234,017,367,822

313,193 1団地 12,065,011,400

- 25,328㎡ 1,727,012,644

313,193 370戸 10,337,998,756

- 2団地 6,150,686,488

- 8,314㎡ 2,454,526,684

- 136戸 3,696,159,804

1,062,245 15,145,110,588

1,062,245 375施設 15,145,095,702

- 8,248,016,235

1,062,245 29,742,860

- 6,867,336,607

- 7か所 14,886

7,613,946,179 1,439,548,642

484戸 7,613,946,179 564戸 1,374,747,918

- 14,790,286

- 88戸 46,200,124

- 3,810,314

2,795,843 73,383,212

2,795,843 73,383,212

148,627,200 15,283,724,673

148,627,200 1,813,966,277

62,698,590 317,311,545

85,928,610 1,496,654,732

- 13,469,758,396

- 698,857,822

- 140,868,324

- 557,989,498

- 12,770,900,574

- 9,578,366,507

- 3,192,534,067

49,903,135,433 1,463,438,901,682

摘　　　要当期減少額 期末残高

原  価
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 40 

都民住宅としての管理終了に伴い一般賃貸住宅化する住宅にかかる減価償却累計額および減損損失累計額については、
区分を都民住宅から一般賃貸住宅に移行させる際に、それぞれの除却・売却等による増減額として表示する。



（単位　円）

摘　　　要

△ 12,727,592,127 △ 1,351,605,890 - △ 14,079,198,017

△ 12,727,592,127 △ 1,351,605,890 - △ 14,079,198,017

△ 263,094,451 △ 13,285,998 △ 233,735,838 △ 510,116,287

△ 263,094,451 △ 13,285,998 △ 233,735,838 △ 510,116,287 3～50年　定額法

△ 12,464,497,676 △ 1,338,319,892 233,735,838 △ 13,569,081,730

△ 12,464,497,676 △ 1,338,319,892 233,735,838 △ 13,569,081,730 3～50年　定額法

- - - - 

- - - - 5～50年　定額法

- - - - 

- - - - 3～50年　定額法

- - - - 

- - - - 

- - - - 10～50年　定額法

- - - - 

- - - - 

- - - - 

- - - - 50年　定額法

- - - - 

- - - - 15～50年　定額法

- - - - 

- - - - 5～50年　定額法

- - - - 

- - - - 5～20年　定額法

- - - - 5年　定額法

△ 12,727,592,127 △ 1,351,605,890 - △ 14,079,198,017

都民住宅としての管理終了に伴い一般賃貸住宅化する住宅にかかる減価償却累計額および減損損失累計額について

耐  用  年  数
減価償却方法

減　損　損　失　額

期 首 減 損
損失累計額

当期減損
損 失 額

除却・売却等
による増減額

期 末 減 損
損失累計額
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（単位 円）

科目 金額
資本金 105,000,000
未収金 72,653,750
未収金 2,018,212
未収金 - 
繰延建設補助金 7,138,036,124
非償却資産取得補助金 3,591,564,000
未収金 89,876,580
未収金 1,285,260
未収金 54,208,729
繰延建設補助金 41,543,413,978
非償却資産取得補助金 11,520,290,911
未収金 58,098,000
未収金 2,573,784
未収金 37,069,312
未収金 - 
繰延建設補助金 80,741,794
繰延建設補助金 2,169,062,984
非償却資産取得補助金 2,699,056,929
未収金 239,902,807
繰延建設補助金 245,147,763
未収金 112,157,745
次期返済長期借入金 1,335,018,179 有利子借入残高（代物弁済借入を除く） 6,141,218,150
長期借入金 168,048,893,341 有利子借入平均利率（代物弁済借入を除く） 1.07%

有利子借入残高（代物弁済借入を含む） 25,564,927,288
有利子借入平均利率（代物弁済借入を含む） 0.43%

次期返済長期借入金 217,278,069 有利子借入残高（代物弁済借入を除く） 49,446,597,090
長期借入金 268,984,182,275 有利子借入平均利率（代物弁済借入を除く） 1.39%

有利子借入残高（代物弁済借入を含む） 234,611,989,021
有利子借入平均利率（代物弁済借入を含む） 0.80%

未収金 903,579,671
未収金 560,997,236
未払金 14,610,286
未払金 9,149,333
未収金 2,195,085
未払金 2,928,491
未払金 30,332,531
前受金 - 
前受金 666,848,846
未払金 294,051,154
未払金 3,748,940
未収金 998,783
未収金 861,337,810
未収金 783,512,261
未収金 105,138,860 国家公務員宿舎等

未払金 810,898,658
前払金 4,443,855
前払金 791,892

期末残高 備考
（取引金額の内容等）

コーシャハイム高田馬場ほか10団地
町田木曽　コーシャハイム玉川上水第二

トミンタワー飯田橋三丁目ほか34団地

トミンタワー東雲ほか7団地

イーハトープ壱番館･弐番館　レジデンス上鷺

トミンハイム南篠崎町五丁目第二

晴海アーバンプラザ

コーシャハイム南砂駅前ほか8団地

診断14団地、設計92団地、改修57団地
都営村山アパートほか

都立学校241施設

都営住宅384戸
都営住宅237戸

水道局職員住宅407戸
下水道局職員住宅218戸

総務局職員住宅1,128戸

交通局職員住宅665戸
教育庁教職員住宅53戸

西新井窓口センターほか5ヵ所

トミンタワー東雲ほか8団地
コーシャハイム美園町賃貸店舗ほか2施設
晴海アーバンプラザ
都営住宅等駐車場47,795区画
北青山一丁目アパートほか2団地

都営住宅等259,544戸

セルリアンホームズ勝どきほか

ドームズ芦花公園ほか

都営住宅等259,544戸

西新井窓口センター　小平窓口センター
コーシャハイム高田馬場ほか21団地
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（単位　円）

内　　容 数量等 金　　額

268,984,182,275

53,229,784,422

みずほ銀行など  20行 50,429,784,422

みずほ銀行など  10行 2,800,000,000

3,289,309,627

3,289,309,627

長 期 前 受 家 賃 2,831,413,029

長 期 前 受 特 別 介 護 費 457,896,598

13,806,220,592

13,796,220,592

8,672,373,674

家 賃 敷 金 8,226,981,044

駐 車 場 敷 金 445,392,630

2,550,526,570

家 賃 敷 金 2,429,791,070

駐 車 場 敷 金 120,735,500

1,431,278,600

家 賃 敷 金 1,431,278,600

462,654

駐 車 場 敷 金 462,654

57,572,792

家 賃 敷 金 28,112,600

施 設 家 賃 敷 金 28,729,908

駐 車 場 敷 金 730,284

1,067,439,870

使 用 料 敷 金 1,053,206,550

駐 車 場 敷 金 14,233,320

6,209,282

579,000

駐 車 場 敷 金 579,000

9,778,150

10,000,000

賃 貸 店 舗 協 力 金 10,000,000

52,415,622,996

8,046,822,991

41,543,413,978

411,175,280

2,164,580,027

4,482,957

245,147,763

2,823,067,300

都 民 住 宅 借 入 金

金 融 機 関 借 入 金

一 般 賃 貸 住 宅 借 入 金

都 民 住 宅 借 入 金

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

区　　　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　額

都 民 住 宅 敷 金

借 上 都 民 住 宅 敷 金

長 期 前 受 金

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 長 期 前 受 金

預 り 保 証 金

敷 金

一 般 賃 貸 住 宅 敷 金

賃 貸 店 舗 敷 金

賃 貸 宅 地 敷 金

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 敷 金

サービス付き高齢者向け住宅敷金

都 民 住 宅 建 設 補 助 金

サ ー ビ ス 付 き 高 齢 者 向 け 住 宅 建 設 補 助 金

公 益 施 設 建 設 補 助 金

公 共 施 設 建 設 補 助 金

社 屋 建 設 補 助 金

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定

管 理 受 託 住 宅 敷 金

そ の 他 預 り 敷 金

保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

一 般 賃 貸 住 宅 建 設 補 助 金
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謄 本 
 

 

平成２６年度決算について 

 

 

 

 

平成２６年度一般会計、都営住宅等管理会計の決算は、財務諸表及び会計帳

簿について監査の結果、適正妥当であることを認証する。 

 

 

 

平成２７年６月２６日 

 

 

 

東京都住宅供給公社 

 

監 事  岸 上  隆 ㊞ 

 

 

 



（空白）（空白）



 

謄 本 

 

 

    
独立監査人独立監査人独立監査人独立監査人のののの監査報告書監査報告書監査報告書監査報告書    

 

平成 27 年６月 26 日 

東京都住宅供給公社 

理事長 中田 清己 殿 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 金  子     靖 ㊞ 

 

当監査法人は、公社の求めに応じて、東京都住宅供給公社の平成 26 年４月１日から平成 27 年３月 31 日ま

での平成 26 年度の財務諸表、すなわち、総括、一般会計及び都営住宅等管理会計の貸借対照表、損益計算書、

剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記、附属明細表及び財産目録（「区

分」及び「金額」の欄に限る。）について監査を行った。 

 

財務諸表に対する理事者の責任 

理事者の責任は、地方住宅供給公社会計基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために理事者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに理事者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、地方住宅供給公社会計基準に準拠して、東京都住宅供給公社の平成 27

年３月 31 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

公社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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